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「大学改革」の方向性

内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）付大学改革担当室「大学改革を取り巻く環境と大学改革の方向性」 1

➢ 経団連は、大学に対する期待を込め、各種の改革を提言。
➢ その基本的考え方は、政府の推進する「大学改革」の方向性と概ね一致。
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✓ 若手研究者が活躍できる人事と給与
✓ 経験の幅を広げる（海外を含めた）、人材流動性の向上

✓ 若手研究者への研究資金の提供
✓ 財源の多様化による大学の財政基盤の強化

✓ 「運営」から「経営」への転換
✓ 投資先として信頼されるガバナンスの確立
✓ 大学間を超えたリソース共有によるポテンシャルの拡大



「『組織』対『組織』」の本格的な産学連携

経団連「産学官連携による共同研究の強化に向けて～イノベーションを担う大学・研究開発法人への期待～」（2016年2月） 2

➢ 経団連は、大型の本格的な産学連携を推進するためには、大学が「組織」として
企業と向き合うための体制整備が必要と主張。

本部機能（含 産学連携本部）における、
部局横断的な体制を構築し研究を推進する企画・マネジメント機能の確立

• 共同研究経費の「見
える化」

• 管理業務の高度化

• 知的財産の活用に向
けたマネジメント強化

• リスクマネジメント
強化

• クロスアポイントメント
等の制度設計

資金の好循環 知の好循環 人材の好循環

• 硬直的な財務構造の
改革（財源の多様化）

• 知的資産マネジメント
の高度化

• プロモーション強化

• 研究者（教員）の人事
評価制度改革

意識改革（産学官連携に関する価値の再認識）
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産学連携推進に向けた「OI機構」の整備

文部科学省「オープンイノベーション機構の整備事業支援対象代が鵜の決定について」をもとに一部修正
（早稲田大学の決定時の組織名称は「研究社会実装拠点」） 3

➢ 政府では、「オープンイノベーション機構（OI機構）」の整備を推進。

No. 大学名 組織名称 研究分野例

1 東北大学 オープンイノベーション戦略機構 創薬

2 山形大学 オープンイノベーション機構 有機材料

3 東京大学 国際オープンイノベーション機構 医療機器

4 東京医科歯科大学 オープンイノベーション機構 創薬

5 名古屋大学 オープンイノベーション推進室 自動運転

6 京都大学 オープンイノベーション機構 半導体

7 慶應義塾大学 イノベーション推進本部 創薬

8 早稲田大学
イノベーション戦略研究機構 情報通信



産学連携推進に向けたガイドライン

文部科学省・経済産業省「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」（「2016ガイドライン」「2020追補版」）
経団連・文部科学省・経済産業省「大学ファクトブック」（「2018」「2019」「2020」」） 4

➢ 文部科学省・経済産業省は、2016年11月に「産学官連携
による共同研究強化のためのガイドライン」（「2016ガイ
ドライン」）を策定。経団連も協力。

➢ 2020年6月、産業界向けの記載を体系化した追補版
（「2020追補版」）を発行。

産学連携推進に向けた情報開示

➢ 文部科学省・経済産業省は、大学毎の特徴を「見える化」
することで産学連携を促進すべく、「大学ファクトブッ
ク」を策定。経団連も協力。

➢ 2018年５月より毎年更新。最新版は2020年６月に発行。



国立大学の財源多様化

文部科学省 イノベーション実現のための財源多様化検討会 「本格的な産学連携による共同研究の拡大に向けた費用負担等の在り方について」

文部科学省・経済産業省「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン 【追補版】 」 5

➢ 経団連は「財源多様化」議論にも参加。
➢ 大学は、公的資金のみならず自己収入や民間資金を含めた財源のポートフォリオを構築し、

大学の研究力・国際競争力を強化することが必要。
➢ 大学は、「費用の見える化」を進め、適切な費用負担を産業界に求めることが重要。
➢ 研究経費とは別に「戦略的産学連携経費」（仮称）を措置して基金化する仕組みも必要。



産学連携推進に向けた「出島」の活用

経団連「Society 5.0 –ともに創造する未来‐」（2018年11月） 6

➢ 経団連では、大企業のオープンイノベーション推進に「出島」が有力な選択肢と
提唱。



産学連携推進に向けた「出島」の活用

内閣府「大学・国研の外部化法人制度(仮称)について」（2019年８月） 7

➢ 政府では、経団連「出島」提言と類似の発想のもと「外部化法人」を推進。



スタートアップとの連携への期待

経団連 8

➢ 産業界は、スタートアップとの連携に強い関心。「大学発」にも大いに期待。
➢ 経団連でもスタートアップ政策推進に向けた体制を強化するとともに、大企業と

スタートアップのマッチング等に注力。「大学発」とも連携を模索。

「東大・経団連ベンチャー協創会議」
（2016年11月発足）

• 経団連のスタートアップ委員会では、大企業側の参加者をオープンイノベーションや新
規事業担当の執行役員以上に限定したハイレベルなスタートアップ・大企業ネットワー
キングイベント「Keidanren Innovation Crossing (KIX) 」を企画し、2019年10
月から月1回のペースで開催。

• 東京大学（2020年９月、11月）、北海道大学（2020年12月）とも連携。今後、他大学
との連携も模索。

経団連 スタートアップ委員会 体制図
KIX（Keidanren Innovation Crossing）



大学発スタートアップ促進

文部科学省 9

➢ 文部科学省では「EDGE」プログラムを開始。後継として「EDGE NEXT」も。

Enhancing Development of Global Entrepreneur Program
専門性を持った大学院生や若手研究者を中心とした受講者が起業家マインド、事業化ノウハウ、課題発見・解決
能力及び広い視野等を身につけることを目指し、受講者の主体性を活かした（アクティブラーニング）実践的な
人材育成の取組みへの支援を実施。

EDGEプログラム グローバルアントレプレナー育成促進事業 2014年度～2016年度

EDGE-NEXT 次世代アントレプレナー育成事業 2017年度～2021年度

Exploration and Development of Global Entrepreneur Program for 
NEXT generation
学部学生や専門性を持った大学院生、若手研究者を中心とした受講者が将来の産業構造の変革を起こす意欲を持
つようになる、より実践的な内容を重視したプログラムを支援。



大学発スタートアップ促進

文部科学省・経済産業省 10

➢ 「官民イノベーションプログラム」で４大学に１０００億円を出資。
➢ 国立大学によるVC出資を認定制で許可。認定を受けたVCには、国立大学からの

出資が可能に。

東京大学 ４３７億円 東京大学協創プラットフォーム㈱

京都大学 ２７２億円 京都大学イノベーションキャピタル㈱

大阪大学 １６６億円

東北大学 １２５億円

大阪大学ベンチャーキャピタル㈱

東北大学ベンチャーパートナーズ㈱



大学の再編・統合

文部科学省・東海国立大学機構 11

➢ 少子化が進展する中、大学の再編・統合も選択肢。
➢ 国立大学では、東海国立大学機構（名古屋大学＋岐阜大学）が先鞭。今後に注目。

名古屋大学 岐阜大学



産学官関係者での対話（PEAKS)

内閣府「大学支援フォーラムPEAKS フォーラム構成」（ https://www8.cao.go.jp/cstp/daigaku/peaks/kousei.html） 12

➢ 大学の経営課題の解決等に向け、産学官による対話の枠組みを創設。
➢ 中西経団連会長も「幹事会」構成員（日立製作所取締役会長兼執行役として）。

大学支援フォーラムPEAKSの
概要
我が国を「世界で最もイノベーションに適した
国」にするため、大学や国研（国立研究開発
法人）が産学官を交えた知識集約型の中核と
なるイノベーション・エコシステムを全国各地
に構築することが必要です。「大学支援フォー
ラムPEAKS」は、産学官連携の下、大学の経

営課題解決等に向け、次の３点を目的として、
創設されました。
大学支援フォーラムPEAKSは、こうしたこれま
での取り組みを踏まえ、以下の3点を実現す
ることを目的にしています。

１．イノベーション創出につながる好事例を産
学関係者で共有し、産学ともに横展開を進め
ていく。

２．改革を進めるために現場が必要とする規
制緩和等の政策を関係府省に提案し、制度
改革につなげる。
３．次世代の研究大学の経営層を育成する。

https://www8.cao.go.jp/cstp/daigaku/peaks/kousei.html


経団連と大学関係者との対話（産学協議会）

経団連「採用と大学教育の未来に関する産学協議会・報告書 Society5.0に向けた大学教育と採用に関する考え方ー概要―」（2020年３月） 13

➢ 経団連でも、採用や教育の問題等、幅広いテーマについて、国公私立大学関係者
との対話「採用と大学教育の未来に関する産学協議会」を実施。



機能分化と運営費交付金改革

• ①世界から第一線の研究者を誇る世界トップレベルの最先端研究拠点、➁地域に
密着し地域に貢献する地域の中核拠点、③特定分野で絶対的な強みを有する教育
研究拠点に、統合・再編を伴う形で分化させる。

• ①の世界トップレベル最先端研究拠点については、当初３校程度、中期的に10校
程度を対象に「特定研究大学」（仮称）として特別に指定し、従来の国立大学と
は次元の違うグローバル水準の大学を実現させる。

• ➁の地域中核拠点については、重要課題である地方創生に向けた政策との連動の
下、地方の産業に人材や知識等を供給する、地方創生の参謀的な存在とする。よ
り広域で地方の産業のあり方を構想するためには、一法人複数大学方式も新たに
取り入れつつ、都道府県の枠を超えた大胆な再編・統合を行う。

• ③の特定分野の教育拠点については、特定分野において圧倒的な実力を有する大
学院を「卓越大学院」（仮称）として指定し、他の研究教育拠点と連携を図る中
核とする。

• こうした機能分化を推進するためには、国立大学の運営費交付金の配分ルールや、
大学評価の仕組みの抜本的な改革も必要となる。

14経団連「『豊かで活力ある日本』の再生」（2015年1月）

➢ 経団連では、大学の個性発揮を期待し、機能分化に賛意。
➢ 機能分化推進のためには、運営費交付金配分ルール等の改革も必要と主張。



機能分化と運営費交付金

15文部科学省「令和２年度国立大学法人運営費交付金の重点支援の評価結果について」

➢ 政府では、国立大学の重点支援を、①地域貢献型、➁全国的な教育研究型、③世
界で卓越した教育研究型の３分類への機能分化を推進。各大学が自主性をもって
自らの分類を選択。

➢ 運営費交付金に「評価による配分」部分を設け、一定程度、競争的に配分
（配分率の差は、＋５％～－５％）。

配分率
地域貢献型
（５５大学）

全国的教育研究型
（１５大学）

世界卓越教育研究型
（１６大学）

105% 7校 1校 1校

102.5％ 10校 3校 3校

100％ 13校 4校 7校

97.5％ 9校 3校 1校

95％ 16校 4校 4校



機能分化と運営費交付金改革
今後の方向性（私見）

16

➢ 「３分類」の特性にあわせた「分類ごとの評価指標」による再配分。
➢ 「分類内での競争」促進に向け、「配分率」の「幅」を拡大。
➢ 但し、「幅」については、「分類」の特性により差異を設ける。
➢ 「地域」は運営費交付金を、「世界」は運営費交付金「以外」を「経営」の柱に。

地域貢献型
運営費交付金による
支援を厚めに

全国的教育研究型
「地域」と「世界」
のハイブリッド

世界卓越教育研究型
運営費交付金頼み
からの脱却

算定基準
評価基準

✓ 学部学生数・教職員数
を算定基準に。

✓ 地域の産業や人材育成
への貢献で評価。

✓ 運営費交付金による支
援率を拡大。

✓ 「地域貢献型」と
「世界卓越教育研
究型」の中間的ハ
イブリッド評価。

✓ 学部学生数は運営費交付金の算定基
準に使わず。

✓ 外部資金獲得額、世界最高水準の研
究成果をあげている海外大学との研
究水準の比較、大学院教育の国際的
通用性で評価。

✓ 運営費交付金による支援率を縮小。
✓ 「世界に伍する規模のファンド」

（「10兆円基金」）からの資金獲
得等、運営費交付金「以外」の資金
も活用して大学を「経営」。

配分率の幅
＋１０％～－１０％

（中央値に極力寄せる）
＋１５％～－１５％
（「地域」と「世界」

の中間程度に）

＋２０％～－２０％
（大胆に格差を設定）



世界に伍する規模のファンド創設

17内閣府、自由民主党

総合科学技術・イノベーション会議（2020年7月16日）安倍総理大臣発言
「新たな仕組若手研究者の成長を長期的な視野で安定的に支援していくための、世界に伍する
規模のファンドの創設など、新たな仕組みづくりを速やかに進めてください。」

●経済財政運営と改革の基本方針2020
世界に比肩するレベルの研究開発を行う大学等の共用施設やデータ連携基盤の整備、若手人材育成等
を推進するため、大学改革の加速、既存の取組との整理、民間との連携等についての検討を踏まえ、
世界に伍する規模のファンドを大学等の間で連携して創設し、その運用益を活用するなどにより、世
界レベルの研究基盤を構築するための仕組を実現する。

世界の主要大学のファンドは、ハーバード大（約4.5兆円）、イェール大（約3.3兆円）、スタンフォード大（約3.1兆円）など
米国大学合計（約65兆円）。その他、ケンブリッジ大（約1.0兆円）、オックスフォード大（約8,200億円）。

※各大学は2019年数値、米国大学合計は2017年数値（いずれも最新値）

●ポストコロナを踏まえた科学技術・イノベーションの推進に関する決議
（自由民主党政務調査会、科学技術・イノベーション戦略調査会）
我が国の大学・研究機関の研究力の強化、博士後期課程学生等若手研究者への支援や大学
改革の推進を図るため、財政投融資等を活用し10兆円規模の基金を創設すること

●ポストコロナの経済社会に向けた成長戦略（自由民主党政務調査会）
今こそわが国の研究基盤を抜本的に強化するため世界に見劣りしない規模のファンド
を大学等の間で連携して創設し、その運用益を世界に比肩するレベルの研究開発を
行う大学等の共用施設やデータ連携基盤の整備、若手人材育成等に充てるべきである。
世界の主要大学のファンドは、ハーバード（約3.9兆円）、イェール（約2.5兆円）、プリンストン（約2.2兆円）、ケンブ

リッジ（約8,800億円）に対して慶応（約481億円）、早稲田（約274億円）、東京大学（約100億円）等。例えば、10兆円
規模、年３～４％程度のリターンの場合、年間約数千億円の運用益となる。



Society 3.0の教育をSociety 5.0の教育に
～Society 4.0の教育に移行できない現状からのLeapfrog～

Society 3.0（工業社会）
【現在の教育】

◆ 教室が唯一の教育の場
◆ 教員による一律・一斉・一

方通行の授業
◆ 同年齢で学年・学級を構成
◆ 教科書は紙
◆ 黒板・チョークで授業
◆ 時間管理で質保証
◆ 定期・一斉のテストで個人

の実力を調査
◆ 「教員免許」ある同質的教

員による教育
◆ 教科が縦割り
◆ 均質人材大量輩出 等
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Society 5.0（創造社会）
【これからの教育】

◆ 様々な場で教育
◆ 個々の理解に基づくパーソナ

ライズされた授業
◆ 学年・学級構成の柔軟化
◆ デジタル教科書・学習アプリ
◆ 情報端末の活用
◆ 成果の可視化で質保証
◆ 学習ログで成果を可視化
◆ 多様な経験・職歴の人材によ

る教育
◆ 教科横断の探求型学習
◆ 想像力・創造力あるイノベー

ション人材の輩出 等

コロナ禍
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改革の好機！

【GIGAスクール構想】

課題提起：「教員教成大学」の改革 （私見）

教員養成課程の抜本的見直し
EdTech企業との共同研究の推進（→外部資金獲得） 等


